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代  表  者 役職名 取締役社長   氏名 井村 健輔 

問合せ先責任者 役職名 経営企画部長  氏名 山田  寛    ＴＥＬ ( 03 ) 3435 － 5050 

決算取締役会開催日 平成 16 年 1 月 20 日 中間配当制度の有無           有 

定時株主総会開催日 平成 16 年 2 月 20 日 単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000 株) 

 

１． 15 年 11 月期の業績（平成 14 年 12 月 1 日～平成 15 年 11 月 30 日） 

(1)経営成績 （百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％
15 年 11 月期 
14 年 11 月期 

百万円 

115,796 
107,950 

％

7.3
△ 7.9

百万円

5,084
2,576

％

97.3
△ 16.3

3,975 
1,580 

151.6
△ 24.8

 

(注) ①期中平均株式数 15 年 11 月期 226,918,086 株  14 年 11 月期 227,095,769 株 

    ②会計処理の方法の変更   無 

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

15 年 11 月期 
14 年 11 月期 

3.00 
3.00 

0.00 
0.00 

3.00 
3.00 

680 
681 

74.4 
73.6 

2.3 
2.3 

 

 

(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

15 年 11 月期 
14 年 11 月期 

114,307 
116,023 

30,064 
29,339 

26.3 
25.3 

132.34 
129.24 

(注) ①期末発行済株式数   15 年 11 月期 226,886,689 株  14 年 11 月期 227,021,819 株 

     ②期末自己株式数     15 年 11 月期      306,747 株  14 年 11 月期      171,617 株 

 

２．16 年 11 月期の業績予想（平成 15年 12 月 1 日～平成 16 年 11 月 30 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

58,800 
118,000 

2,300 
4,800 

1,000 
2,200 

0.00 
――― 

――― 
3.00 

――― 
3.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  9 円 70 銭 

 

 
当期純利益 

１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

15 年 11 月期 
14 年 11 月期 

953
925

3.1 
△ 9.9 

4.03
4.07

－
－

3.2
3.2

3.5 
1.3 

3.4
1.5

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 
 実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
 なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結４ページを参照下さい。 
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 (単位  百万円）

       当　　　　期 前　　　　期

(平成15年11月30日) (平成14年11月30日)

（ 資 産 の 部 ）

   流 　動 　資 　産 44,901 46,602 △ 1,701 

現 金 及 び 預 金 6,933 5,894 1,038 

受 取 手 形 6,251 7,151 △ 900 

売 掛 金 15,556 14,941 614 

製 品 等 5,136 6,493 △ 1,357 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,215 2,356 △ 140 

仕 掛 品 5,744 6,029 △ 285 

前 払 費 用 154 122 31 

繰 延 税 金 資 産 2,149 2,993 △ 844 

未 収 入 金 363 422 △ 58 

そ の 他 441 276 165 

貸 倒 引 当 金 △ 44 △ 79 35 

   固   定   資   産 69,406 69,421 △ 14 

     有  形  固  定  資  産 39,728 40,672 △ 944 

建 物 9,586 9,185 401 

構 築 物 654 641 12 

機 械 及 び 装 置 22,521 23,733 △ 1,211 

車 両 及 び 運 搬 具 33 39 △ 6 

工 具 器 具 及 び 備 品 864 853 11 

土 地 5,623 5,652 △ 28 

建 設 仮 勘 定 442 567 △ 124 

     無  形  固  定  資  産 372 537 △ 165 

ソ フ ト ウ ェ ア 311 474 △ 162 

施 設 利 用 権 61 63 △ 2 

     投 資 そ の 他 の 資 産 29,304 28,210 1,094 

投 資 有 価 証 券 9,465 8,768 696 

子 会 社 株 式 及 び 出 資 金 14,152 14,041 110 

長 期 貸 付 金 1,826 1,025 801 

長 期 前 払 費 用 27 42 △ 15 

繰 延 税 金 資 産 2,119 2,691 △ 572 

そ の 他 1,748 1,726 22 

貸 倒 引 当 金 △ 33 △ 85 51 

114,307 116,023 △ 1,715 

（注） 当    期　　 前    期　　

１. 有形固定資産の減価償却累計額 106,431百万円 106,757百万円 

２. 受 取 手 形 割 引 高 7,356百万円 7,822百万円 

３. 保 証 債 務 7,427百万円 10,879百万円 

資　　産　　合　　計

科　　　　目　　　 増 減

  貸 借 対 照 表  
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 (単位  百万円）

       当　　　　期 前　　　　期

(平成15年11月30日) (平成14年11月30日)

（ 負 債 の 部 ）

   流 　動 　負 　債 60,150 55,350 4,799 

支 払 手 形 11,410 9,901 1,509 

買 掛 金 17,355 16,793 561 

短 期 借 入 金 24,461 22,197 2,264 

未 払 金 2,800 2,956 △ 155 

未 払 費 用 3,614 2,906 707 

未 払 法 人 税 等 322 203 118 

前 受 金 66 180 △ 114 

預 り 金 116 208 △ 92 

そ の 他 2 2 △ 0 

   固 　定 　負 　債 24,091 31,333 △ 7,241 

社 債 4,000 4,000 － 

長 期 借 入 金 10,026 16,569 △ 6,542 

退 職 給 付 引 当 金 9,011 9,766 △ 755 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 191 164 27 

そ の 他 861 831 29 

84,242 86,683 △ 2,441 

（ 資 本 の 部 ）    

   資　　　本　　　金 13,346 13,346 － 

   資　本　剰　余　金 8,727 8,727 － 

資 本 準 備 金 8,727 8,727 － 

   利　益　剰　余　金 5,677 5,431 246 

利 益 準 備 金 353 353 － 

別 途 積 立 金 2,200 2,200 － 

当 期 未 処 分 利 益 3,124 2,878 246 

   その他有価証券評価差額金 2,359 1,860 499 

   自 　己 　株 　式 △ 46 △ 26 △ 20 

30,064 29,339 725 

114,307 116,023 △ 1,715 

科　　　　目　　　 増 減

負　　債　　合　　計

資　　本　　合　　計

負 債 及 び 資 本 合 計
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（単位  百万円）

当         期 前         期

増    減

％ ％

115,796 100.0 107,950 100.0 7,846 

96,702 83.5 91,694 84.9 5,007 

19,094 16.5 16,256 15.1 2,838 

販売費及び一般管理費 14,010 12.1 13,679 12.7 330 

5,084 4.4 2,576 2.4 2,507 

 

565 0.5 585 0.5 △ 19 

308 210 97 

256 374 △ 117 

営  業  外  費  用 1,673 1.4 1,581 1.5 91 

668 778 △ 110 

1,005 803 202 

3,975 3.4 1,580 1.5 2,395 

 

特   別   利   益 85 554 △ 469 

28 158 △ 129 

25 327 △ 301 

30 68 △ 38 

特   別   損   失 1,394 503 890 

409 421 △ 11 

－ 81 △ 81 

178 － 178 

805 － 805 

2,666 2.3 1,631 1.5 1,035 

566 620 △ 54 

1,146 85 1,061 

953 0.8 925 0.9 28 

2,170 1,953 217 

3,124 2,878 246 

固定資産売却・除却損

  損 益 計 算 書  

科          目

そ の 他

当 期 未 処 分 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

そ の 他

支 払 利 息

投 資 有 価 証 券 評 価 損

子 会 社 出 資 金 評 価 損

子 会 社 支 援 損

固 定 資 産 売 却 益

売 上 高

売 上 総 利 益

営 業 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

売 上 原 価

投 資 有 価 証 券 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

(自 平成14年12月 1日 
 至 平成15年11月30日)

(自 平成13年12月 1日 
 至 平成14年11月30日)
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（単位  百万円）

当         期 前         期

3,124 2,878

これを次のとおり処分いたします。

680 681

39 26

2,404 2,170次 期 繰 越 利 益

　　　（１株につき３円） 　　　（１株につき３円）

利 益 配 当 金

取 締 役 賞 与 金

  利 益 処 分 案  

当 期 未 処 分 利 益

(自 平成14年12月 1日 
 至 平成15年11月30日)

(自 平成13年12月 1日 
 至 平成14年11月30日)
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 重 要 な 会 計 方 針  

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 ･････････････ 移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

①時価のあるもの ･･････････････････････････ 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 

②時価のないもの ･･････････････････････････ 移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法･･････ 時価法 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法･････････ 総平均法による原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有 形 固 定 資 産 ･･････････････････････････ 建物、機械及び装置は定額法 

その他の有形固定資産は定率法 

(2) 無 形 固 定 資 産 ･･････････････････････････ 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法 

 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金           

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 退 職 給 付 引 当 金           

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金           

役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理･････････････････････････税抜方式 

(2) １株当たり情報 

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用してお

ります。 
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平成16年1月21日

（株) 不 二 越

役 員 の 異 動 に つ い て （平成16年2月20日付）

新任取締役候補

（現 機械工具事業部副事業部長）取 締 役 佐々木 誠
さ さ き まこと

（現 部品事業部副事業部長）取 締 役 寺越 秀夫
てらこし ひ で お

（現 中日本支社副支社長）取 締 役 中河 清
なかがわ きよし

退任予定取締役

（当社エグゼクティブアドバイザーに就任の予定）取締役副社長 舛岡 俊孝
ますおか としたか

（当社エグゼクティブアドバイザーに就任の予定）取締役副社長 星田 直彦
ほ し だ なおひこ

昇格予定

（現 常務取締役）取締役副社長 明石 光生
あか し て る お

（現 常務取締役）取締役副社長 本間 博夫
ほ ん ま ひ ろ お

（現 取締役）常 務取 締役 田中 幸彦
た な か ゆきひこ

（現 取締役）常 務取 締役 飛弾野文英
ひ だ の ふみひで

（現 取締役）常 務取 締役 柴 功安
しば のりやす

以 上



新 任 取 締 役 候 補 の 略 歴

佐 々 木 誠
さ さ き ま こ と

１ ９ ４ ９ 年 （ 昭 和 ２ ４ ） ８ 月 ２ ４ 日 生 ５ ４ 歳 、 福 井 県 出 身

７ ３ 年 ３ 月 東 京 工 業 大 学 工 学 部 卒 業

７ ３ 年 ４ 月 当 社 入 社

９ ２ 年 ８ 月 工 作 機 製 造 所 技 術 開 発 部 長

９ ９ 年 ２ 月 機 械 工 具 事 業 部 工 作 機 製 造 所 長

２ ０ ０ １ 年 12月 機 械 工 具 事 業 部 副 事 業 部 長 （ 現 職 ）

寺 越 秀 夫
て ら こ し ひ で お

１ ９ ５ １ 年 （ 昭 和 ２ ６ ） ４ 月 １ ５ 日 生 ５ ２ 歳 、 富 山 県 出 身

７ ４ 年 ３ 月 大 阪 大 学 工 学 部 卒 業

７ ４ 年 ４ 月 当 社 入 社

９ ８ 年 ９ 月 油 圧 製 造 所 技 術 部 長

９ ９ 年 12月 部 品 事 業 部 油 圧 製 造 所 長

２ ０ ０ １ 年 12月 部 品 事 業 部 副 事 業 部 長 （ 現 職 ）

中 河 清
な か が わ き よ し

１ ９ ５ １ 年 （ 昭 和 ２ ６ ） ６ 月 １ ６ 日 生 ５ ２ 歳 、 富 山 県 出 身

７ ５ 年 ３ 月 大 阪 大 学 基 礎 工 学 部 卒 業

７ ５ 年 ４ 月 当 社 入 社

９ ５ 年 ８ 月 工 具 製 造 所 技 術 部 長

９ ９ 年 12月 豊 田 支 店 長

２ ０ ０ １ 年 ５ 月 中 日 本 支 社 副 支 社 長 （ 現 職 ）
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